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道内景気は、基調として緩やかに回復しているが、北海道胆振東部地震による下押し圧力

が各方面にみられる。生産活動は持ち直しの動きに足踏みがみられる。需要面をみると、個

人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資は弱含み

で推移している。設備投資は持ち直しに一服感がみられる。公共投資は、減少している。輸

出は、持ち直し基調が続いている。観光は、８月時点では外国人入国者数が好調を維持して

いる。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、２１か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～大幅に低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、９月の景気

の現状判断DI（北海道）は北海道胆振東部

地震の影響により前月を１１．６ポイント下回る

３６．１と大幅に低下した。横ばいを示す５０を８

か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．３ポイント下回る４７．２となり、横ばいを

示す５０を４か月ぶりに下回った。

８月の鉱工業生産指数は９４．７（季節調整済

指数、前月比▲１．４％）と３か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲２．９％と２か

月ぶりに低下した。

業種別では、一般機械工業、鉄鋼業、電気

機械工業など９業種が前月比低下、石油・石

炭製品工業、パルプ・紙・紙加工品工業など

７業種が前月比上昇となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

８月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．４％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比＋１．２％）は、衣料品以外

の品目が前年を上回った。スーパー（同

＋１．５％）は、３か月連続で前年を上回った。

品目別では衣料品、その他は前年を下回った

ものの、身の回り品、飲食料品は前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．９％）

は、２か月ぶりに前年を上回った。

８月の乗用車新車登録台数は、１２，７４０台

（前年比▲４．０％）と２か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋４．９％）、

小型車（同▲１４．６％）、軽乗用車（同＋０．４％）

となった。

４～８月累計では、７９，１６３台（前年比

▲３．５％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲５．２％）、小型車（同▲５．３％）が

前年を下回り、軽乗用車（同＋０．９％）が前

年を上回っている。

８月の札幌ドームへの来場者数は、３７６千

人（前年比▲１５．０％）と２か月ぶりに前年を

下回った。内訳は、プロ野球２５６千人（同

▲６．７％）、サッカー６７千人（同＋８１．４％）、

その他が５３千人（同▲５９．６％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～５か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

%千㎡

製造業 非製造業

-100

-50

0

200

150

100

50

0

50

100

150

300

250

200

87654322018/112111092017/8

前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～５か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

８月の住宅着工数は３，４２２戸（前年比

＋３．５％）と５か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同▲５．８％）、貸家

（同＋５．８％）、給与（同＋１７．５％）、分譲（同

＋１９．３％）となった。

４～８月累計では１７，５２８戸（前年比

▲３．２％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲０．６％）、貸家（同▲２．８％）、

給与（同±０％）、分譲（同▲１２．９％）と

なった。

８月の民間非居住用建築物着工面積は、

１３３，５３７㎡（前年比▲３８．９％）と４か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲２５．３％）、非製造業（同▲４０．２％）であっ

た。

４～８月累計では、８９２，３０９㎡（前年比

▲１８．５％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲２２．６％）、非製造業（同

▲１８．０％）といずれも前年を下回っている。

９月の公共工事請負金額は４２４億円（前年

比▲２４．１％）と５か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同▲１４．２％）、独立行

政法人（同▲９８．１％）、北海道（同▲１５．７％）、

市町村（同▲２４．６％）、その他（同▲８．９％）

が前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％

87654322018/112111092017/8

2,000

1,500

1,000

500

0 -5

5

0

15

10

９．来道者数～２か月ぶりに増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２７か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）

億円 ％

80

400

600

800

1,000

1,600 100

1,400 80

1,200 60

-60
200 -40

-20

0

20

40

7654322018/112111092017/8

１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりに増加

貿易動向

（資料：函館税関）

８月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，５３３千人（前年＋０．２％）と２か月ぶり

に前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲２．７％）、航空機（同＋０．７％）、フェ

リー（同▲１．８％）となった。

４～８月累計では、６，１４８千人（同

＋０．１％）と前年を上回っている。

８月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１７９，４６１人（前年比＋１１．０％）と２７か月

連続で前年を上回った。４～８月累計では、

７７９，９６４人（同＋１７．８％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１６３，２３２

（前年比＋１４．２％）、旭川空港が７，０１５人（同

＋１．０％）、函館空港が８，４９６人（同▲１０．３％）

だった。

８月の貿易額は、輸出が前年比１４．８％増の

３９１億円、輸入が同６８．３％増の１，５７６億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、鉱物性タール・粗製薬品、

一般機械などが増加した。

輸入は、航空機類、原油・粗油、石炭など

が増加した。

輸出は、４～８月累計では１，７１９億円（前

年比＋９．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２ヶ月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～２１か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１８倍（前年比＋０．０８ポイント）と１０３

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋１．１％と５か月連

続で前年を上回った。業種別では、建設業

（同＋１３．７％）、製造業（同＋６．８％）など前

年を上回ったが、医療、福祉（同▲２．４％）、

サービス業（同▲４．８％）、運輸、郵便業（同

▲６．７％）などが減少した。

９月の企業倒産は、件数が１７件（前年比

▲１５．０％）、負債総額が２２．９億円（同▲５８．９％）

だった。件数は２か月ぶりに下回った。

業種別ではサービス業・他が６件、建設業

が４件などとなった。

８月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．２（前月比±０．０％）となっ

た。前年比は＋１．６％と、２１か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、９月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

はおおむね安定している。石油製品の価格は

調査基準日（９月１０日）時点で灯油価格は変

動がなく、ガソリン価格は値下がりとなっ

た。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

ｏ．２６８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2018.10.18 17.25.45  Page 5 



＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０１８年７～９月期 実績

前期に比べ、売上DI（△１）は２ポ
イントの上昇、利益DI（△１２）は１ポ
イントの上昇と、業況は小幅に持ち直し
の動き。製造業に加え、建設業や運輸業
で業況が後退した一方、卸売業や小売
業、ホテル・旅館業は業況の改善が見ら

れた。

２．２０１８年１０～１２月期 見通し

前期に比べ、売上DI（２）は３ポイ
ント、利益DI（△１０）は２ポイントの
上昇。非製造業は横ばいの動きを見込む
が、製造業を中心に持ち直す見通し。

項 目
２０１５年
７～９１０～１２

２０１６年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１７年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

売上DI △９ △９ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ ２
利益DI △１０ △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１０

定例調査

業況は小幅に持ち直し
第７０回 道内企業の経営動向調査

※調査期間が北海道胆振東部地震の発生より前のため影響は反映されていない。
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０１８年７～９月期実績）

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 業況は小幅に持ち直しの動き。
売上ＤＩ ５ △３ △３ △１ ０ ２
利益ＤＩ △９ △１４ △１３ △１２ △９ △１０

製造業 弱めの動き続く。
売上ＤＩ △３ △６ △３ △９ △８ ３
利益ＤＩ △１４ △１１ △１１ △１９ △１４ △１２

食料品 製菓・畜産が堅調。水産は利益が
減少傾向。

売上ＤＩ △８ △３ ８ ９ ０ ０
利益ＤＩ △２５ △２２ △８ △１８ △１１ △１６

木材・木製品 製材に持ち直しの動き。
売上ＤＩ ６ △７ △５ △６ １１ ２９
利益ＤＩ ６ △１４ △１１ △２９ △６ ０

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼に持ち直しの動き。金属は軟
調。

売上ＤＩ △３ ３ ０ △５ △５ △１１
利益ＤＩ △１０ ３ △８ △８ △５ △１８

非製造業 ホテル・旅館業が持ち直すも、建
設業および運輸業が業況後退。

売上ＤＩ ８ △２ △３ ２ ４ ２
利益ＤＩ △７ △１５ △１３ △１０ △７ △９

建設業 公共工事の土建と民間工事の設備
工が弱い動き。

売上ＤＩ ７ ６ ０ ０ △７ △８
利益ＤＩ △１ １ △５ △１２ △１５ △１９

卸売業 売上は持ち直し。
売上ＤＩ ８ △７ △７ ７ ５ ８
利益ＤＩ △２ △２７ △１９ △１６ △２ △２

小売業 燃料店が堅調。自動車小売が札幌
圏を除き弱い動き。

売上ＤＩ １９ △４ ０ ８ １５ １３
利益ＤＩ ２ △２９ △２０ △２ △５ △８

運輸業 旅客が低調。貨物も弱めの動き。
売上ＤＩ △６ △２１ △１１ △２４ △４ △６
利益ＤＩ △３２ △２８ △１５ △３８ △１９ △３２

ホテル・旅館業 観光ホテル・都市ホテルとも持ち
直しの動き。

売上ＤＩ ７ △６ △２５ ２２ △１５ １７
利益ＤＩ △１３ △６ △２０ １１ △１０ ２２

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１６年
４～６

２０１６年
７～９

２０１６年
１０～１２

２０１７年
１～３

２０１７年
４～６

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ ０ ２
利益ＤＩ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △９ △１０

札 幌 市
売上ＤＩ △１３ △４ △９ △３ ４ ４ ６ △１ △４ △２ ３ ７
利益ＤＩ △１１ △１ △９ △９ △１０ △５ △１２ △１６ △１６ △１６ △８ △９

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ ０ △９ ６ △２ １３ １０ ３ ６ １５ １８ １１ ５
利益ＤＩ ８ ６ △２ △４ ８ △８ △３ △３ ４ ８ △１ △３

道 南
売上ＤＩ △３ ０ ６ △１２ △１５ △４３ △１３ △２９ △１３ △１５ △２３ ０
利益ＤＩ ５ △５ ６ △２７ △２１ △４６ △３６ △３６ △２７ △３５ △３３ △１８

道 北
売上ＤＩ △１３ △１３ △５ △９ △７ ４ １１ △１０ ０ △２ ４ ０
利益ＤＩ △７ △２０ △１０ △７ ０ ４ ２ △６ △２ △２ ６ ２

道 東
売上ＤＩ △９ △１２ △９ △４ ８ ３ １０ ０ △２０ △１５ △１０ △９
利益ＤＩ △１６ △１７ △９ △８ ０ ０ △３ △１７ △２６ △２５ △２０ △２４

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 
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製　　造　　業 

食　料　品 
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建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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実施企業

18/1～3
実施企業

18/4～6
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６５％） ＋１ 非製造業では全業種で１位。鉄鋼・金属製品・機械では１２ポイント低
下でやや緩和。

�原材料価格上昇（４５％） △１ ホテル・旅館業では４４％と３６ポイントの大幅な低下。

�人件費増加（３５％） ＋２ 小売業（３９％）とホテル・旅館業（５６％）が、ともに１１ポイントの上
昇。

�諸経費の増加（３３％） ±０ 卸売業および運輸業で２位。

�売上不振（２８％） △１ ホテル・旅館業で１４ポイントの低下、運輸業で１７ポイントの上昇。

�過当競争（２３％） △１ 卸売業で２位。小売業で２２ポイントの低下。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７０回定例調査（２０１８年７～９月期実績、２０１８年１０～１２月期見通し）
回答期間：２０１８年８月中旬～９月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ② ① ② ② ① ① ① ① ① ① ①
６５ ５６ ６１ ５９ ５０ ５６ ６８ ８５ ４２ ５５ ７９ ７８ ７４
（６４）（５６）（５６）（４７）（６２）（５４）（６７）（７６）（４８）（５９）（８５）（７５）（７２）

�原材料価格上昇
② ① ① ② ① ① ② ② ② ② ③
４５ ６４ ７９ ５３ ５８ ６０ ３８ ３８ ３４ ４３ ５９ ４４ １９
（４６）（６１）（７５）（６８）（５１）（５０）（４０）（３４）（４５）（３８）（５０）（８０）（２４）

�人件費増加
③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ② ②
３５ ３５ ５２ １８ ２６ ３６ ３６ ３５ ２９ ３９ ３８ ５６ ３０
（３３）（３９）（５８）（３７）（２２）（３８）（３０）（２７）（３１）（２８）（２３）（４５）（３４）

�諸経費の増加
② ②

３３ ２９ ４２ ２４ ２１ ２８ ３４ ２６ ３７ ３３ ５９ ３９ ２８
（３３）（３０）（４７）（３２）（２４）（１３）（３４）（３４）（３３）（３６）（５０）（３５）（２４）

�売上不振
③ ② ②

２８ ２７ ２７ ２９ ２４ ３２ ２８ ２６ ３７ ３１ ２１ １１ ３０
（２９）（３５）（３１）（４２）（３０）（４６）（２６）（２２）（３１）（３６）（４）（２５）（３０）

�過当競争
②

２３ １７ １５ １２ １１ ３２ ２５ ２９ ３７ ２７ ３ １７ １６
（２４）（１６）（１４）（１１）（１６）（２１）（２７）（２３）（３８）（４９）（８）（２０）（１８）

�販売価格低下 ８ １１ １５ ６ ８ １２ ７ ５ ８ ６ ６ １１ ７
（７）（９）（１１）（－）（８）（１７）（６）（１）（１４）（５）（４）（１０）（４）

	価格引き下げ要請 ７ １１ ９ ６ １３ １２ ５ ６ １２ ０ ３ ０ ５
（６）（４）（８）（－）（５）（－）（７）（４）（１６）（３）（４）（－）（８）


設備不足 ５ １２ １８ ６ １１ ８ ３ １ ３ ０ ６ １１ ５
（５）（８）（８）（－）（５）（１７）（４）（－）（５）（－）（４）（２０）（４）

�資金調達 ３ ５ ３ １２ ８ ０ ３ ２ ２ ４ ０ １１ ２
（５）（８）（６）（５）（８）（１３）（４）（４）（５）（３）（－）（１０）（４）

�代金回収悪化 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２ ２ ０ ０ ０
（１）（１）（３）（－）（－）（－）（１）（－）（５）（３）（－）（－）（－）


その他 ２ ４ ３ ０ ８ ０ ２ ２ ３ ０ ３ ０ ０
（３）（４）（８）（－）（３）（４）（３）（５）（２）（５）（４）（－）（－）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０９ １００．０％
札幌市 １５３ ３７．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９３ ２２．７
道 南 ４０ ９．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １３．４ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６８ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ４０９ ５８．３％
製 造 業 １９７ １１５ ５８．４
食 料 品 ６８ ３３ ４８．５
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １７ ５１．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３９ ６５．０
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２６ ７２．２
非 製 造 業 ５０５ ２９４ ５８．２
建 設 業 １３８ ８５ ６１．６
卸 売 業 １０５ ６１ ５８．１
小 売 業 ９３ ５１ ５４．８
運 輸 業 ５３ ３４ ６４．２
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １８ ５１．４
その他の非製造業 ８１ ４５ ５５．６

業種別回答状況

定例調査
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今回の調査では、売上が徐々に上向きの動きを見せる中、人件費や燃料費等のコスト上昇

が重荷となり、利益については小幅な持ち直しに留まりました。また道内における天候不順

や全国的に相次いだ大雨および台風の被害が企業経営に様々な影響を与え、自然災害のリス

クが今まで以上に意識されているようです。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ 西日本豪雨の影響で７～

８月は特需が発生。品薄になり欠品した。人

件費・資材・運賃の値上がりにより、利益は

昨年比で減少している。

＜製粉業＞ 競合先が多いため、装置産業と

しての強みを強化するか、オリジナリティに

特化するかの判断が必要になっている。

＜製材業＞ TPPに関する補助金（クラス

ター事業）を使った物件が増え、売上は伸び

ているが利益率は悪い。制度の終了後に業界

全体が落ち込む事も予想されるが、道内の

マーケットには限度があるため関東への取引

拡大も考えている。

＜機械器具製造業＞ 技術提携先（タイの同

業者）とのパイプを活用し販路の拡大を図っ

ているため、先行投資分が負担となってい

る。早く軌道に乗せ、売上の増加につなげた

い。

＜金属製品製造業＞ 残業依存体質を脱却す

べく月４０時間以内で業務をクリアする方針を

打ち出した。１か月が過ぎたが良い方向へ進

んでいる。

＜金属製品製造業＞ 昨年、外注先の人材を

社員としたため法定福利費等が増加。利益確

保が厳しくなった。

＜プラスチック製品製造業＞ 道内の化学・

紙・パルプ・製鉄業向けの仕事を行っている

が受注物件数が少なくなっている。本州向け

の製品は競争が激しく利益が少ないので、バ

ランスを取りながら受注を進めている。

経営のポイント

「災害に備えた『事業継続計画（BCP）』」の必要性高まる
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

＜印刷業＞ 地方議会にもデジタル化の波が

押し寄せ、経費節減を目的にタブレット端末

を利用したペーパーレス会議が広がりつつあ

る。地方の印刷業への影響は大きく、しっか

りと対策をしていきたい。

＜建設業＞ 時間外労働の取り扱いに温度差

がある。公共事業は、発注者側の取り組みも

あり改善されつつあるが、民間の工事ではな

かなか難しいと感じる。

＜建設業＞ ６月迄は受注不足で人員過多

だったが、８月に入り受注が順調になってい

る。売上・利益とも好転の見通し。

＜住宅建築業＞ コンドミニアム需要のある

ニセコに支店を開設し、エリア内の事業を安

定させることに力を注いでいる。

＜内装工事業＞ 外国人も含む形で業務（営

業・施工・育成）を牽引できる人材や外国の

協力業者とBIM/CADデータを製品化できる

人材などスペシャリストの育成を図りたい。

＜建具工事業＞ 管内で大型ホテルや観光関

連施設の建設が進められているが、全て単価

が低く、利益の確保はおぼつかない。札幌や

青森以南の業者も参入する事となるので無理

に受注はしない考え。規模と予算が適正な改

修工事やリニューアル工事に注力する。

＜食材卸売業＞ 規模縮小も視野に入れなけ

ればならない。価格的に合わないものはきっ

ぱりと切る覚悟も必要と感じる。

＜食料品卸売業＞ 主力商品がライフサイク

ル上の成熟期を過ぎた。新商品開発を急いで

いるがヒット商品と言えるまでに至らず苦戦

している。

＜機械器具卸売業＞ 今年は建築工事が遅れ

ている。秋から冬にかけての仕事が多くなる

見込み。

＜機械器具卸売業＞ 足元では中国地方で発

生した災害で鉄道コンテナ輸送（物流）が大

幅に遅延。工事日程の変更が相次いでいる。

業績計上時期にも影響が見込まれる。

＜建材卸売業＞ 物販のみではかなり厳しい

状況。工事部門を強化する事で、物販と関わ

る工事を受注していきたい。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

ｏ．２６８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　経営のポイント  2018.09.28 20.51.27  Page 16 



７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

＜靴卸売業＞ 安心安全志向の高まりで単価

が回復傾向。在庫削減効果もあって物流の生

産性が向上し、運賃コストの上昇分を吸収し

ている。

＜コンビニエンスストア＞ 賃金の上昇は今

後、中小企業の経営を圧迫すると予想。また

パート労働者の厚生年金加入は、現在の可処

分所得を増やしたい主婦層にも理解が得にく

いと感じる。

＜自動車販売店＞ 新型車が出ず、苦戦が予

想される。

＜燃料小売業＞ ハイブリッド車及び軽自動

車による燃費改善でガソリンの販売数量が減

少。販促企画を検討中である。

＜タイヤ販売店＞ 車輌の登録台数は増えて

いるようだが地方はリース車輌が多く、地元

でのメンテナンスは少ない。産業用車輌のタ

イヤ販売は伸びている。

＜運輸業＞ 道内（特に札幌）の建設需要回

復に伴い、資材の取扱いが好調。売上は増加

している。また各メーカーに応諾いただいた

運賃値上げも効果が出始め、収益も改善しつ

つある。今後は、その増益分をどの程度協力

会社他に還元するかのさじ加減が課題とな

る。

＜運輸業＞ 天候不順により、大宗貨物であ

る農産物の収量が２割程度減少すると予想。

燃料価格の高止まりもあり収益を圧迫してい

る。

＜運輸業＞ 受注先の経営統合により、今

後、配送の取扱量が大幅に増加予定。車両と

乗務員を増やす必要に迫られている。車両は

中古を手配できたが、乗務員に関しては有資

格者の応募が極めて少なく、今後は入社後に

資格を取得する方向でも検討している。シス

テム等の変更も必要で、かなりの先行投資が

予想される。

＜観光ホテル＞ 国内客減少を外国人客が

補っている状況。今後も外国人客取込み策を

強化する。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号
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１０．その他非製造業

＜都市ホテル＞ 売上は宿泊を中心に伸びて

いる一方、料飲系は微減傾向。また利益は諸

経費増で伸び悩んでいる。

＜建設機械器具リース＞ 国からの要請で、

下請業者への法定福利費支払いを７月から始

める事となり、コストが増加する。

＜建設コンサルタント＞ 採用活動に注力し

ているが、内定者がその後の公務員試験合格

等で辞退するケースが続いている。

＜観光施設運営＞ 国内観光客は減少傾向に

あるが、海外観光客は増加しているので集客

に努力する。人手不足で、募集をしても応募

がないのが悩みである。

経営のポイント

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

【開会式】 【会場の様子】

１．「インフォメーションバザールin Tokyo２０１８」の概要
北洋銀行は、９月６日、７日の２日間、首都圏最大規模となる道産食品の展示商談会「イン

フォメーションバザールin Tokyo２０１８」を東京の池袋サンシャインシティで開催しました。

この商談会は、当行と帯広信用金庫が主催するもので、全国に向けた販路拡大を希望する食関

連企業・団体と、地域色豊かな美味しい食材・商品を求めるバイヤーとの商談の場を提供するこ

とを目的に開催しており、東京での開催は今年で１４年目となりました。

北海道命名１５０年の節目を迎えた今回は、道内各地から過去最大規模の１６４社・団体が出展し、

また、北海道外の行政・金融機関などの各種支援機関との連携により、道外からも７４社・団体が

出展しました。

道内外各地域の魅力溢れる食材・商品、隠れた逸品を取り揃え、来場した約３，６００名の首都圏

スーパー・百貨店・飲食店などのバイヤーに積極的に売り込みました。

２．今年の「インフォメーションバザール」の特徴
今年の「インフォメーションバザール」には、大きく３点の特徴があります。

まず１点目は、「地域コーナーの更なる充実」です。北海道の地域を細分化したコーナーを設

け、地域色豊かな展示を行っています。今年は、「青函」、「オホーツク」、「恵みの大地 とか

ち」、「食の集積都市 江別」、「いぶり」、「釧路・根室地域」、「空知」の７つの「地域コーナー」

を設置しました。また、「静岡」、「京都」、「神戸」、「鹿児島」などの「道外地域コーナー」を設

置したことにより、本商談会を通じて道内外メーカー同士の新たな交流が生まれました。

インフォメーション

インフォメーションバザールin Tokyo ２０１８開催報告
～首都圏最大の道産食品商談会～

北洋銀行 地域産業支援部
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インフォメーション

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

【道外地域コーナー（京都）】 【海外輸出・進出 個別相談会】

【観光ビジネスマッチング】 【JA調理実演コーナー】

２点目は、「個別商談会の内容充実」です。インフォメーションバザールの開催に合わせ、お

客さまの販路開拓・拡大等を支援するため個別商談会を開催しております。首都圏での商流構築

を支援する「首都圏バイヤー個別相談・商談会」、業務用食品・素材の販路開拓・拡大等を推進

する「業務用ビジネスマッチング」、ふるさと小包カタログへの商品掲載に向けた「ふるさと小

包個別商談会」、観光素材の売込み等を行う「観光ビジネスマッチング」を昨年に引き続き開催

するとともに、今年は新たに海外への販路開拓や海外展開に必要な人材等を支援する「海外輸

出・進出 個別相談会」を開催しました。

３点目は、「JAコーナーの設置」です。北海道信用農業協同組合連合会（JA北海道信連）との

連携により、道内１６のJAが一堂に会する「JAコーナー」を設置しました。また、本商談会では

初めての実施となる「調理実演」において、北海道米・十勝若牛・今金男爵等を使用したメ

ニュー提案を行い、北海道の一次産品等の魅力を積極的にPRしました。

３．おわりに
北海道経済の発展のためには、「食関連産業」と「観光産業」の更なる発展が不可欠であり、

食関連企業の国内外への販路開拓・拡大、自治体の地方創生の取組み等を積極的に支援していく

ことが地域銀行としての使命と考えています。北洋銀行は、今後も「インフォメーションバザー

ル」を通じて、北海道の「食」と「観光」の魅力を発信し続けるとともに、お客さまが今回得ら

れた商談機会を確実にビジネスに繋げられるよう、全力を挙げてサポートしていきます。
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

事業承継税制は、平成３０年度税制改正により、自社株式評価額に対応する相続税額の全額が猶
予されるなどの大胆な改正が行われたため、自社株式評価額が高い中小企業ほど活用するメリッ
トが大きくなります。しかし、制度の仕組みや申請手続が非常に複雑なので、猶予制度の骨格を
正しく理解した上で、「どの位の評価額だと活用するメリットが生まれるか」、「納税猶予の継続
要件を満たせなくなった場合のリスク」などを、十分に検討した上で、利用するか否か決断する
ことが重要です。

１．納税猶予制度の概要と改正点
（１）納税猶予の基本的な仕組み
事業承継税制は、中小企業の先代経営者から、相続でその会社の株式を取得した経営承継者の
相続税を軽減する制度です。相続発生時までに、様々な制度要件を充足させる準備を行い、必要
な手続を行うと、相続税額は通常どおり発生するものの、自社株式に対応する相続税額について
は、納付が猶予されます。その後、少なくとも５年間は経営承継者自らが代表者となって経営
し、引続き株式を保有して、会社事業が継続すると猶予は継続され、次の後継者に承継を行った
時点で、最終的に免除されます。

（２）「生前贈与先行の猶予制度」と「相続承継時の単独猶予制度」との２つの制度
「生前贈与先行の猶予制度」と「相続承継時の単独猶予制度」との２つの制度がありますが、
先に「生前贈与先行の猶予制度」を説明します。相続時の遺産分割協議では、経営承継者が、必
ずしも、先代経営者の保有する自社株式の大部分を承継できない可能性があります。そこで、自
社株式の大部分を生前贈与した段階で、贈与税の納税を猶予します。そして、先代経営者が死亡
した場合には、贈与税を免除すると同時に、贈与した自社株式評価額を相続税の計算に取込ん
で、自社株式に対する課税を相続税に切換え、その相続税の納税猶予を認める二段階の猶予制度
が、「生前贈与先行の猶予制度」です。

経営のアドバイス

改正事業承継税制の内容と活用上の注意点
むらずみ経営グループ

税理士法人むらずみ総合事務所
代表社員・税理士 玉木 祥夫
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経営のアドバイス

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

（※）経営承継者が複数の時は、議決権保有率が１０％以上で、他の経営承継者を除き同族株主グループ筆頭株主であること

一方、贈与税の納税猶予を受ける生前贈与は行わず、相続で経営承継者が取得した自社株式に
ついて、相続税の納税猶予（上図実線枠）を適用するのが、「相続承継時の単独猶予制度」です。

２．「生前贈与先行の猶予制度」の準備から猶予税額免除までの流れ
「生前贈与先行の猶予制度」において、納税猶予の適用を受けるための準備・手続から最終的
に相続税が免除されるまでの流れを、表形式で上から下に表すと、次表のようになります。

猶予制度に関連するイベント 先代経営者の関連事項 経営承継者の関連事項

納
税
猶
予
の
準
備
と
手
続
の
期
間

（１）
様々な制度要件

対象会社は中小企業者であ
り、資産管理型会社（経営
実体のない会社）に該当し
ないなどの要件を満たすこ
とが必要です。

①同族議決権保有率が５０％
を超え、経営承継者を除き
同族株主グループの筆頭株
主であったこと

②代表権を有すること（過
去に代表権を有していた場
合も含む）

①引続き３年以上役員に就
任していること

②贈与時に２０歳以上

③特例承継計画で特例後継
者と定めされていること

（経営承継者は最大３人）

（２）
都道府県知事による
特例承継計画の確認
２０２３年３月末まで

経営承継者を決定し、認定
支援機関の指導・助言に基
づき策定した経営計画が存
在することについて、都道
府県知事の確認を受けなけ
ればなりません。

（３）
代表者の交代

贈与直前までに代表者の交
替が求められます。

贈与直前までに
代表者辞任

贈与直前までに
代表者就任

（４）
自社株式の贈与
２０２７年１２月末まで

先代経営者の有する自社株
式の大部分を、経営承継者
に贈与します。

贈与時に、経営承継者の同
族議決権保有率が５０％を超
え、（※）同族株主グルー
プの筆頭株主であること

（５）
都道府県知事による
猶予要件の認定

様々な制度要件を満たしていることについて、都道府県知事の認定を受けなければ
なりません。

（６）
贈与税申告

申告と同時に、納税猶予特
例手続と担保提供手続（自
社株式）を行います。

贈与税が発生しますが、納
税猶予されるのでこの時点
で納める必要はありませ
ん。

経
営
承
継
期
間

経営承継者が株保有と支配権を維持し、自らが代表者となって会社事業を継続することが求められる「経
営承継期間」が始まります。

（７）
先代経営者死亡 贈与時点の自社株式評価額

を先代経営者の遺産に加
え、相続税計算に取込みま
す。

贈与税は免除され、納税義
務が完全に消滅します。

（８）
相続税申告

申告と同時に、納税猶予特
例手続と担保提供手続を行
います。

相続税が発生しますが、納
税猶予されるのでこの時点
で納める必要はありませ
ん。

贈与税の申告期限から５年経過時点で経営承継期間が満了します。

二
次
承
継
ま
で
の
期
間

必ずしも経営承継者自らが代表者であることは求められませんが、二次承継までは、自社株式の保有と会
社事業の継続が求められる期間に変化します。

（９）
次の後継者への承継

経営承継者の死亡か、猶予
特例贈与で、次の後継者へ
の自社株式承継を行なうと
相続税は免除されます。

相続税は免除され、納税義
務が完全に消滅します。
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経営のアドバイス

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

納税猶予適用後の状況 最終税負担

① 経営承継期間内の代表者辞任・支配権喪失
猶予税額の全部を納付しなければなり
ません。

②

自社株式の
譲渡・贈与

解散による
廃業

Ａ）
経営承継期間経過後の

法的経営破綻などに基づくもの
猶予税額から救済免除額を差引いた金
額を納付しなければなりません。状況
によっては税負担がゼロになることも
あります。Ｂ）

経営承継期間経過後の売上減少や
赤字計上などに基づくもの

Ｃ） Ａ）にもＢ）にも該当しないもの
猶予税額の全部または一部を納付しな
ければなりません。

③
他の猶予継続要件

の未充足
廃業・休眠（売上ゼロ）、経営実体喪失

継続届未提出
猶予税額の全部を納付しなければなり
ません。

④
①～③に該当することなく

全ての猶予継続要件を満たして次の後継者に株式を承継
（死亡による承継か猶予特例贈与による承継に限る）

次の後継者に承継した時点で、猶予税
額の全部が免除されるので、税負担は
ありません。

３．猶予継続要件が未充足となった場合の繰上納付制度と救済免除制度
（１）猶予継続要件が未充足となった場合の繰上納付制度
無条件に猶予が継続されるのではないので注意が必要です。経営承継者による会社事業継続を
支援する制度なので、次の後継者への承継までに、自社株式の譲渡・贈与、廃業、解散、休眠、
経営実体喪失、継続届未提出などの事由が生じると、猶予税額の全部または一部の繰上げ納付が
必要となります。また申告期限の翌日から５年間の経営承継期間に限っては、経営承継者の代表
者辞任・支配権喪失が起きたり、５年経過時点での雇用維持率が８０％を割り込こむと、繰上げ納
付が必要になります。なお人材確保の困難性に配慮し、平成３０年税制改正で雇用維持率に関する
猶予継続要件は、実質的に廃止されています。

（２）救済免除制度
①法的経営破綻に至った場合の救済免除制度
破産や民事再生などの法的な経営破綻などにより事業継続が困難になり、猶予継続要件が充足
できなくなった場合にまで、税負担を求めるのは酷です。そこで、５年間の経営承継期間経過後
に法的経営破綻などにより、自社株式を全部譲渡（無償を含む）したり、事業譲渡後の解散や破
産手続解散が発生した場合には、経営承継者の申請に基づき繰上納付額の全部または一部を免除
する救済免除制度があります。

②事業継続が困難な場合の救済免除制度
しかし、最近では、法的な経営破綻に至る前に、自主的に廃業したり、M&Aで他の事業者に
経営権を譲渡して、会社事業をやめることが多くなっています。そこで、平成３０年税制改正で
は、法的な経営破綻に至らずとも、５年間の経営承継期間経過後に売上減少や経常赤字を繰返す
など一定の事業継続困難事由が生じた状況で、自主廃業解散やM&Aによる株式譲渡（一部譲渡
でも可）などを行った場合にも、経営承継者の申請に基づき、繰上納付額の全部または一部を免
除する救済免除制度が創設されました。なお、一定の事業継続困難事由が生じた場合でも、単な
る事業縮小や解散を経ない休業・休眠では免除対象とならないので注意が必要です。

（３）納税猶予適用後の状況別の最終税負担について
以上の内容を整理し、納税猶予適用後の状況に応じた最終税負担を整理したものが次表です。
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遺産内容
子供Ａ

経営承継者
子供Ｂ 子供Ｃ 合計

自社株式 １億円 － － １億円

金融資産など － ２，０００万円 ２，０００万円 ４，０００万円

計 １億円 ２，０００万円 ２，０００万円 １億４，０００万円

項目
子供Ａ

経営承継者
子供Ｂ 子供Ｃ 合計

基礎控除額と
税額計算過程

① 遺産総額１億４，０００万円から基礎控除額４，８００万円（定額部分３，０００万円＋６００万円×
法定相続人数３人）を差引くと、課税遺産額が９，２００万円になります。

② 課税遺産額９，２００万円を、３人の法定相続人が法定相続した場合の取得金額に税率
を掛けて求めた税額を合計すると、相続税の総額が１，２４０万円になります。

③ 相続税の総額１，２４０万円を、３人の子供の実際の財産取得金額の比率で配分する
と、各人が負担すべき相続税が計算されます。

相続税額 ８８６万円 １７７万円 １７７万円 １，２４０万円

遺産内容
子供Ａ

経営承継者
子供Ｂ 子供Ｃ 合計

自社株式 ２，０００万円 － － ２，０００万円

金融資産など － ２，０００万円 ２，０００万円 ４，０００万円

計 ２，０００万円 ２，０００万円 ２，０００万円 ６，０００万円

遺産と税額の
再計算過程

① 自社株式評価を２，０００万円として再計算した遺産６，０００万円から基礎控除額４，８００万
円を差引くと、再計算した課税遺産額が１，２００万円になります。

② 課税遺産額１，２００万円を、３人の法定相続人が法定相続した場合の取得金額に税率
を掛けて求めた税額を合計すると、相続税の総額は１２０万円になります。

③ 再計算した相続税の総額１２０万円を、３人の子供の実際の財産取得金額の比率（法
定相続分と同じになる）で配分すると、相続税が再計算されます。

相続税額 ４０万円 ４０万円 ４０万円 １２０万円

４．猶予税額・救済免除額の計算事例と猶予制度活用の是非判断
（１）事例の概要
先代経営者の相続により、子供３人が遺産分割協議を行い、次の表のとおり、財産を承継しま
した。なお、先代経営者の配偶者は既に死亡していて、法定相続人は、これらの子供３人です。

（２）相続税の猶予制度に基づく猶予税額
（１）の事例の場合の相続税を計算すると下表のようになり、経営承継者である子供Aは、自
社株式以外の相続財産がないので、相続税額８８６万円の全額について、納税猶予を受けることが
できます。子供Ｂと子供Ｃは、経営承継者ではないので、納税猶予を受けられず、それぞれ１７７
万円の相続税を納付しなければなりません。

（３）救済免除額
もし、申告期限から１０年経過した時点で、経常赤字が続いて事業継続困難事由に該当し、子供

Ａが相続で取得した自社株式の全部を２，０００万円で他の事業者に譲渡した場合、納税猶予されて
いた相続税額８８６万円の納期限が到来します。しかし、経営状況の悪化による価値下落を反映し
た譲渡金額２，０００万円で、相続時の相続税額を再計算（下表のとおり）して計算された子供Ａの
相続税額４０万円を超える８４６万円は、申請に基づき救済免除されます。従って子供Ａは、４０万円
だけ納付すれば良いことになります。

なお、再計算で子供Ｂと子供Ｃの相続税がそれぞれ４０万円となっていますが、相続時に税額が
確定済みなので、子供Ｂと子供Ｃの税額は変更されません。
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自社株式評価額 ５，０００万円 ７，５００万円 １億円 ２億円 ３億円
子供Ａの相続税額 ２６７万円 ５５８万円 ８８６万円 ３，０５０万円 ５，８７６万円
１０年払の毎月支払額 ２．２万円 ４．７万円 ７．４万円 ２５．４万円 ４９．０万円

①会社規模の基準 ②経営実体基準 ③その他の基準

主たる事業

主たる事業の区分に応じどち
らかに該当すること

次のＡ）・Ｂ）の双方に該当
する資産管理型会社でないこ
と
Ａ）特定資産（現預金・有価

証券・非自己利用不動産
など）の割合が７０％以上
か、特定資産の運用収入
の割合が７５％以上

Ｂ）事業実態（３年以上の商
品・サービス提供事業＋
５人以上の親族外従業員
＋事務所・店舗）がない

Ａ）株式会社・合同会社・合
名会社・合資会社である
こと

Ｂ）従業員数（社保加入者
等）が１人以上

Ｃ）上場会社でないこと
Ｄ）性風俗関連特殊営業会社

でないこと
Ｅ）総収入金額（売上）がプ

ラスであること
Ｆ）他株主が拒否権付種類株

式を有しないこと

資本金
（出資総額）

常時使用
従業員数

小売業 ５，０００万円以下 ５０人以下

サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

その他の事業 ３億円以下 ３００人以下

ゴム製品製造業・ソフトウェア業・情報処理
サービス業・旅館業に例外あり

（４）猶予制度活用の是非判断
納税猶予制度は、仕組みや申請手続が非常に複雑なので、「延納制度を活用しても相続税を納
めることが現実的に困難である場合」に、活用を検討するのが良いと思います。（１）の事例で、
自社株式の評価額の変化に応じ、子供Ａが１０年の延納で毎月負担する相続税（利子税の負担が別
途必要です）を計算したのが次の表です。

上表と同様に自社の株式評価額の将来推移をいくつか想定（現状維持・高め・低めなど）し、
将来先代経営者に相続が発生した場合の相続税額を試算し、現実に納められるか検討することを
お勧めします。

５．活用上の注意点
最後になりますが、上述した以外の制度活用上の注意点は次のとおりです。
（１）特例適用の対象となる中小企業者
納税猶予制度の適用を受けられるのは、次の基準の全部を満たす中小企業者に限られますの

で、注意が必要です。

なお、贈与前・相続発生前に実施する先代経営者による増資・会社規模を小さくするための会
社分割などは、租税回避行為と指摘される可能性があるので、その点も注意が必要です。

（２）２０２３年３月末までの特例承継計画の確認申請と経営承継者の早期役員登用
平成３０年度税制改正による改正事業承継税制の適用を受けるためには、２０２３年３月末までに、
特例適用を受ける経営承継者が誰かを盛込んだ「特例承継計画」の確認申請を、都道府県知事宛
てに行なう必要があります。また、経営承継者には、役員就任実績が問われますので、経営に支
障が出ない形で早期に役員登用することが望まれます。

（３）２０２７年１２月末までの贈与・相続が対象
改正事業承継税制の適用対象となる贈与や相続は、２０２７年１２月末までに発生したものにしか適

用されず、この適用期限を過ぎると改正前の猶予制度（対象株式数や猶予税額に制限がある）し
か適用できません。贈与は、この適用期限に間に合うように計画的に実施できますが、相続は人
の死に関わるものなので、適用期限までに相続が発生しない場合は、改正事業承継税制の適用を
受けられません。
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相続時の改正事業承継税制適用を確実にする方法としては、「相続承継時の単独猶予制度」で
はなく、「生前贈与先行の猶予制度」を利用します。「生前贈与先行の猶予制度」であれば、贈与
後どれだけ時間が経過したかにかかわらず、改正後の相続税納税猶予制度の適用を受けることが
できるからです。

（４）「生前贈与先行の猶予制度」を活用すべき場面とリスクについて
①「生前贈与先行の猶予制度」を活用すべき場面
Ａ）（３）で述べたように、「生前贈与先行の猶予制度」を活用すると、その後の相続の発生時期
が何時であっても、改正後の相続税納税猶予制度の活用が可能となります。

Ｂ）今後、自社株式評価額の上昇が見込まれる場合には、将来の相続税計算における自社株式評
価額を抑えられます（相続時精算課税制度と同様の効果です）。

Ｃ）５年間の経営承継期間が早く消化できます。５年間の経営承継期間内は厳しい猶予継続要件
があり、かつ救済免除制度の適用を受けられない期間でもあるので、経営承継期間の早期消
化を検討する価値が十分にあります。

Ｄ）生前贈与によって経営承継者への自社株式移転を完了させることにより、経営承継者が相続
時の遺産分割協議で自社株式の大部分を取得できないリスクをヘッジできます（ただし経営
承継円滑化法に基づく遺留分特例を受ける場合を除き、他の相続人からの遺留分減殺請求の
可能性を完全に排除できません）。

Ｅ）イレギュラーな活用方法ですが、「生前贈与先行の猶予制度」で自社株式の生前贈与につい
て納税猶予を受け、相続時には相続税の納税猶予を受けないことも可能です。生前贈与時だ
けの税負担軽減を図る方法としては、相続時精算課税制度（２，５００万円までの控除と２０％の
定率課税）がありますが、自社株式の評価額が高額になると、将来の相続税の仮払ではあり
ますが、高額な贈与税が発生してしまいます。一方、贈与税の納税猶予制度であれば、どん
なに自社株式の評価額が高額でも、贈与時の税負担なしに、自社株式を経営承継者に生前移
転することが可能になります。

②「生前贈与先行の猶予制度」のリスク
これは、一般の贈与にも共通するリスクですが、贈与してしまうと、基本的には取消すことが
できないと言うことがあります。また、納税猶予制度の仕組みから派生するリスクとして、業績
悪化などで自社株式評価額が下落した後に相続が開始し、猶予相続税額を繰上納付しなければな
らない状況に至ったときは、「相続承継時の単独猶予制度」を利用した場合より、税負担が多く
なる可能性があります。

以上
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経済コラム 北斗星

ブラックアウト後の電力供給の安定性確保について
９月６日に発生した「平成３０年北海道胆振東部地震」（震度７）から１か月が経過した。こ

の間、度重なる余震が続き、１０月５日には最大の余震（震度５弱）も発生した。胆振東部地

震の余波はなお予断を許さない状況だ。今回の地震に際しては、地震直後に北海道全域を直

撃した大規模停電（ブラックアウト）に絡み、停電、節電、計画停電を巡る様々な問題が浮

上している。ただ、停電後、翌日の７日には、ほぼ全道で送電が復旧したのは、北海道電力

の関係者、とくに不眠不休で復旧作業に当たった現場関係者の頑張りの賜物であり、その努

力を大いに多としたい。

ブラックアウトに至った原因や再発防止策等の調査は、国の認可法人「電力広域的運営推

進機関」が検証委員会を立ち上げたほか、北海道電力も第３者を交えた委員会で検討を行う

こととしているので、その検証結果を待つしかない。現時点で部外者の軽率な発言は慎まな

ければならないが、今後の電力の安定供給に関し、少し気になる点について若干感想を述べ

てみたい。

先ず、「大規模停電」について、１０月７日付の北海道新聞は、「コープさっぽろ」が停電に

より被った損害（９．６億円）の賠償を北海道電力に請求する方針と報道した。現行「電気供

給約款」においては、異常渇水等によりやむを得ない場合において、電力会社は電力供給を

停止することができるとされている。自然災害など電力会社の責めに帰すべからざる事情に

より生じた停電も、一般論としてはこの条項の適用を受けることとなろう。新聞報道によれ

ば、コープさっぽろ側は、「今回の大規模停電は、苫東厚真に発電を一極集中させたことで

事故リスクが高まった」「いわば人災と言える」との主張であるようだ（その後の報道では、

コープさっぽろは、本件を訴訟にはしない方針の由）。

もっとも、北海道電力は意図的に苫東厚真に発電を集中していたわけではない。周知のと

おり、それまで電力供給の約４割を依存していた泊原子力発電所が、平成２４年以降稼働でき

ない状況の下で、北海道電力はやむを得ず旧来の火力発電所のフル稼働を迫られていたわけ

である。この間、北海道と本州を結ぶ北本連携線（最大６０万KW）の拡充、石狩のLNG火力

発電所の建設などの一極集中回避策を進めてきたが、残念ながら、今回の地震には間に合わ

なかった。この間、経済産業省と北海道電力は、停電発生後、計画停電の可能性を示唆しな

がら「２割節電」を要請したが、計画停電は果たして実施のための準備が整っていたのであ

ろうか。計画停電となれば、付随して発生する損害に関する訴訟リスクは格段に高まること

も想定しておかなければならない。

私は、かねて北海道の電力安定供給を確保する上で、短期ないし中期的には泊原発の早期

再稼働を図るべきと講演会などで述べてきた。もちろん、安全性の面では原子力規制委員会

の合意を得ることが前提である。日本商工会議所の三村会頭は、１０月４日の記者会見で、

「電力消費の多い冬場の安定供給に向け、安全確保を前提に泊原発の再稼働をぜひ検討すべ

き」（１０月５日付北海道新聞）と述べられたとのことである。北海道内でも本問題をタブー視

することなく、そろそろ本音の議論をすべき時が来ているようだ。

（平成３０年１０月１０日 北洋銀行顧問 横内 龍三）

ｏ．２６８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　経済コラム　北斗星３０  2018.10.18 17.25.55  Page 27 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２０１６年度 r ９５．１ ０．２ r ９８．５ １．０ r ９４．２ △１．５ r ９７．２ ０．８ r ９７．８ ２．９ r１０１．９ △４．０
２０１７年度 r ９７．２ ２．２ r１０２．５ ４．１ r ９７．４ ３．４ r１００．４ ３．３ r１１０．９ １３．４ r１０５．９ ３．９

２０１７年４～６月 r ９７．７ １．２ r１０１．８ １．８ r ９８．０ ３．０ r ９９．９ １．５ r ９９．８ ０．２ r１０８．９ △０．３
７～９月 r ９６．６ △１．１ r１０２．３ ０．５ r ９６．９ △１．１ r１００．５ ０．６ r ９７．８ △２．０ r１０７．４ △１．４
１０～１２月 r ９８．３ １．８ r１０３．９ １．６ r ９８．３ １．４ r１０１．３ ０．８ r ９８．０ ０．２ r１０９．８ ２．２

２０１８年１～３月 r ９６．２ ２．１ １０２．５ △１．３ r ９６．６ △１．７ １００．２ △１．２ r１０１．２ ３．３ １１３．５ ３．４
４～６月 p９８．１ ２．０ １０３．８ １．３ p９７．０ ０．４ r１０２．１ １．９ p１０３．２ ２．０ １１１．４ △１．９

２０１７年 ８月 r ９８．１ １．８ r１０２．９ １．３ r ９７．２ ０．６ r１０１．６ １．５ r ９８．５ △０．２ r１０７．６ △０．６
９月 r ９５．２ △３．０ r１０２．３ △０．６ r ９６．８ △０．４ r ９９．８ △１．８ r ９７．８ △０．７ r１０７．４ △０．２
１０月 r ９８．０ ２．９ r１０２．８ ０．５ r ９８．７ ２．０ r ９９．４ △０．４ r ９７．６ △０．２ r１１０．５ ２．９
１１月 r ９７．９ △０．１ r１０３．５ ０．７ r ９７．３ △１．４ r１０１．３ １．９ r ９８．２ ０．６ r１０９．８ △０．６
１２月 r ９９．１ １．２ r１０５．４ １．８ r ９８．９ １．６ r１０３．３ ２．０ r ９８．０ △０．２ r１０９．８ ０．０

２０１８年 １月 r ９５．２ △３．９ １００．７ △４．５ r ９５．８ △３．１ ９８．７ △４．５ r ９９．３ １．３ １０９．３ △０．５
２月 r ９５．２ ０．０ １０２．７ ２．０ r ９５．８ ０．０ １００．３ １．６ r１０１．４ ２．１ １０９．９ ０．５
３月 r ９８．２ ３．２ １０４．１ １．４ r ９８．２ ２．５ １０１．５ １．２ r１０１．２ △０．２ １１３．５ ３．３
４月 r ９８．４ ０．２ １０４．６ ０．５ r ９９．１ ０．９ １０３．１ １．６ r１００．４ △０．８ １１２．８ △０．６
５月 r ９９．６ １．２ １０４．４ △０．２ r ９８．５ △０．６ １０１．５ △１．６ r１０３．２ ２．８ １１３．５ ０．６
６月 r ９６．６ △３．０ １０２．５ △１．８ r ９３．６ △５．０ １０１．８ ０．３ r１０３．７ ０．５ １１１．４ △１．９
７月 r ９６．０ △０．６ １０２．３ △０．２ r ９５．６ ２．１ ９９．８ △２．０ r１０１．９ △１．７ １１１．２ △０．２
８月 p９４．７ △１．４ １０２．５ ０．２ p９６．０ ０．４ １０１．５ １．７ p１０１．６ △０．３ １１０．８ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１１０ ０．９ r １９６，２２３ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８１９ １．３ r １３０，８６９ ０．９

２０１７年４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５６ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，８９８ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 r ２６１，５１６ １．５ r ５３，５２２ ０．７ r ５７，２１８ ３．８ r １８，６８１ ０．１ r ２０４，２９８ ０．９ r ３４，８４０ １．１

２０１８年１～３月 ２３７，１０８ １．２ ４７，７４３ ０．４ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８３０ １．４ ３１，６７４ １．２
４～６月 ２３１，１９６ ０．７ ４７，２５８ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２１７ ０．４ ３１，９７８ ０．３

２０１７年 ８月 ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８８△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２４ ０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５
２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４１７ １．２ １６，３５１ ０．３ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７１２ １．５ １０，６４４ ０．６
４月 ７７，０５２ ０．８ １５，５６４△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９３８ ０．３ １０，５５８ △０．３
５月 ７６，８１８△０．４ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７７７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

ｏ．２６８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.10.16 14.16.48  Page 28 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４３ ３．２ r ２５５，４６５ ５．３ r ６１，６２４ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９２０ △０．４

２０１７年４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１６１ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ r １５，５３０ ６．６ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ １１，２８８ ３．７ r ６３，９５１ ４．１ r １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９２６ ２．１ ６４，０４９ ４．８ １５，２０３ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２２３ △０．３
４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０９４ ２．９ ６４，９９６ ５．２ １６，０６３ ５．９ ３６，９５０ ０．６ ８，６１９ △１．９

２０１７年 ８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ r ５，１９９ ５．８ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ r ４，９４８ ７．８ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０９７ ５．１ r ５，０４７ ４．９ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７
２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７
３月 １３，９９８△０．５ ４，０３２ ０．２ １９，８９７ ６．１ ５，３０７ ８．７ ９，４８５ ３．８ ２，６３３ ０．４
４月 １０，７９８△１．１ ３，３４２ ０．８ ２１，５１９ ６．０ ５，３３７ ７．８ １２，２９２ ４．１ ２，９７６ ０．５
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４９ ０．４ ２１，１０１ ４．５ ５，３２６ ３．９ １３，２３５ △２．９ ２，９５５ △５．４
６月 １０，７９９ ６．４ ３，５０４ ７．６ ２２，３７６ ５．２ ５，４００ ６．２ １１，４２３ １．２ ２，６８９ △０．４
７月 １２，８９５△９．１ ４，５２５△１．５ ２２，３７６ ０．７ ５，７０５ ６．０ １１，６３３ △３．３ ２，９３５ ０．８
８月 １１，３９６ ３．１ ３，５０８△１．６ ２３，２０５ ３．９ ５，４６９ ５．２ １１，２３４ △０．１ ２，７４０ △１．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２９９ ３．１ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８

２０１７年 ８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５３０ ３．６ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０７ △１．９ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２
２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ p １４３ ３２．４
４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ p １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ p １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ p １７９ １１．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号

ｏ．２６８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.10.18 17.26.18  Page 29 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８

２０１７年４～６月 １１，２０２ ４．６ r２，４９９ １．１ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０
７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５
１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０

２０１８年１～３月 ５，５９７ △６．３ ２，０５０ △８．２ ２２７ △７．２ １１，１４１ ４．０ ２８，５９５ ０．２
４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０

２０１７年 ８月 ３，３０５ △１５．９ ８０６ △２．０ ２１９ １０．４ ４，１５０ △６．９ ７，６６６ ４．４
９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５
１０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３
１１月 ３，４５５ △１．２ ８４７ △０．４ １３２ ３５．２ ４，０６６ ６．９ ７，６８０ ４．１
１２月 ２，６０１ △１．３ ７６８ △２．１ １０７ １８．１ ３，３８０ △３．０ ８，６２８ △５．０

２０１８年 １月 １，４１１ △８．１ ６６３ △１３．２ ６６ △３４．５ ３，５５９ △３．４ ６，８９３ ２．９
２月 １，３７３ △２４．８ ６９１ △２．６ ５６ ５１．２ ３，９３８ ０．９ ７，９５９ ２．４
３月 ２，８１３ ７．７ ６９６ △８．３ １０４ △１．６ ３，６４４ １６．７ １３，７４３ △２．４
４月 ３，９６３ △８．７ ８４２ ０．３ ２０２ １６．８ ４，１１３ ３．５ ８，６８９ ９．６
５月 ３，２８２ △４．８ ７９５ １．３ ２０５ △１０．２ ３，８２８ △５．２ ７，９１６ １６．５
６月 ３，３１９ △２．７ ８１３ △７．１ １５４ △３９．４ ４，２０６ △４．０ ８，９７３ ０．３
７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５

２０１７年４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２
７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１
１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６

２０１８年１～３月 ５０，６７２ △１．６ １８，９２５ ３．０ １５，２２０ △１２．４ １６，５２７ ４．８ １，３０３，９１１ △２．７
４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８

２０１７年 ８月 １３，２７３ ８．３ ４，１８４ △０．３ ５，１４９ １４．１ ３，９４０ １１．１ ２９０，８２２ ４．１
９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３
１０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２
１１月 １３，１９８ △０．６ ４，１０２ ０．１ ４，６３７ △６．８ ４，４５９ ６．１ ３３２，７１４ △２．７
１２月 １１，５８７ △２．２ ４，１３９ ２．６ ３，８６３ △７．１ ３，５８５ △１．９ ３３０，２９９ △０．８

２０１８年 １月 １１，７０７ △４．７ ３，８４３ △８．５ ３，６４６ △１４．１ ４，２１８ ９．９ ３３９，５８１ △１．１
２月 １３，６５８ △３．５ ４，８２０ △３．１ ４，１４９ △８．５ ４，６８９ １．１ ４０１，８０４ △２．８
３月 ２５，３０７ ０．９ １０，２６２ １１．６ ７，４２５ △１３．６ ７，６２０ ４．６ ５６２，５２６ △３．６
４月 １４，３９８ △６．１ ４，３５５ △１８．４ ５，５４９ △２．９ ４，４９４ ５．３ ３０５，０２７ ２．６
５月 １４，３５６ △１．５ ４，５６５ △４．９ ５，３２５ １．９ ４，４６６ △１．７ ３０７，７２１ △１．５
６月 １７，７５８ △８．０ ５，７６５ △１０．８ ６，６９７ △１０．８ ５，２９６ △０．６ ３７５，３６６ △５．３
７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．５

２０１７年４～６月 ４３９，２２３ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．４

２０１７年 ８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４
２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５
４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．５
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．２
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．４
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ － ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ － ２．４

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６４ △１３．５ ２，１５９ △１．３ １０９．０５ ２２，３０５

２０１７年 ８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８
２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４
４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１４年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２２６ １０．８ １，２５３，３５８ ２７．５ ７６７，６９８ １３．７

２０１７年４～６月 ９１，２８９ △２．６ １８７，８９８ １０．５ r ２８４，９９１ ４６．２ r １８０，８２７ １６．２
７～９月 ９５，３３２ ９．３ １９５，８３８ １５．１ r ２７６，８０３ ３２．８ r １８４，２６６ １４．８
１０～１２月 １００，９７０ １１．６ ２０９，１６８ １３．０ r ３２０，１８５ ２５．３ r ２０１，７６９ １７．０

２０１８年１～３月 ９３，７３９ △１０．２ １９９，３２２ ４．９ ３７１，３７４ １４．６ ２００，８７３ ７．５
４～６月 １００，９８９ １０．６ ２０１，９９１ ７．５ ３１７，１３１ １１．３ １９４，４０９ ７．５

２０１７年 ８月 ３４，０５６ ２９．９ ６２，７８５ １８．１ r ９３，６４１ ３３．６ r ６１，８１７ １５．５
９月 ２９，０２３ △１０．１ ６８，１０７ １４．１ r ９１，３４６ １６．９ r ６１，５６９ １２．３
１０月 ３１，４３４ １９．６ ６６，９２９ １４．０ r ９４，６５４ ４０．７ r ６４，１４３ １９．０
１１月 ３２，７１０ ２７．１ ６９，２００ １６．２ r １０１，１６６ １６．０ r ６８，１４８ １７．３
１２月 ３６，８２６ △４．２ ７３，０３９ ９．４ r １２４，３６６ ２３．１ r ６９，４７７ １５．０

２０１８年 １月 ２８，５５６ ８．１ ６０，８６３ １２．３ r １３２，６１７ １４．０ r ７０，３４５ ８．０
２月 ３１，０１０ △８．３ ６４，６３３ １．８ r １１４，８６５ ３．７ r ６４，６３４ １６．６
３月 ３４，１７３ △２２．６ ７３，８２７ ２．１ r １２３，８９３ ２７．７ r ６５，８９３ △０．５
４月 ４１，３２０ １８．８ ６８，２２３ ７．８ r １０７，９１３ １０．７ r ６２，０１６ ６．０
５月 ２９，７５３ １１．７ ６３，２３６ ８．１ r １２８，３０１ ２１．２ p ６９，０６９ １４．１
６月 ２９，９１６ ０．２ ７０，５３２ ６．７ r ８０，９２９ △０．８ p ６３，３４８ ２．６
７月 ３１，８５６ △１．２ ６７，４７９ ３．９ p１０１，３６４ １０．４ p ６９，７９９ １４．６
８月 ３９，０９０ １４．８ ６６，９２０ ６．６ p１５７，５６１ ６８．３ p ７１，３０５ １５．３

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１４年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．８ ４，７８４，９４２ ２．６
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４

２０１７年４～６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７～９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０～１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年１～３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
４～６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１２，２４５ ３．０

２０１７年 ８月 １５７，８７３ ５．０ ７，５２８，９３８ ６．０ ９９，８８７ ３．７ ４，７６７，６０１ ３．３
９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０月 １５６，７２８ ３．９ ７，５９１，６１７ ５．７ １００，６４１ ３．６ ４，７９２，８９９ ３．２
１１月 １５７，４５２ ３．６ ７，６３５，６２３ ５．３ １０１，３４９ ３．０ ４，８１１，０９５ ２．８
１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年 １月 １５７，１８３ ３．６ ７，６２０，３５７ ４．１ １０２，０８１ ３．４ ４，８４７，９５５ ２．６
２月 １５７，８５８ ３．３ ７，６３４，４１８ ４．２ １０２，５４０ ３．５ ４，８４３，２９２ ２．３
３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
４月 １６０，７３４ ２．８ ７，８３３，２３３ ４．２ １０１，３９５ ２．７ ４，８８７，９６０ ２．７
５月 １６０，３７２ ２．０ ７，８４１，０２７ ４．２ １０１，１７５ ２．５ ４，８７５，６９６ ２．５
６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１２，２４５ ３．０
７月 １５９，３８７ ２．６ ７，７２８，６０２ ２．７ １０２，１００ ２．５ ４，９０９，７２７ ２．９
８月 １６０，３１１ １．５ ７，７１３，１５１ ２．４ １０２，４９２ ２．６ ４，９１０，１３３ ３．０

資料 日本銀行

主要経済指標（５）主要経済指標（５）
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
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改正事業承継税制の内容と活用上の注意点
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ついて
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